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事業報告書 
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自 令和 7 年 4 月 1 日 

至 令和 8 年 3 月 31 日 

 



 

 

1 法人の概要 

項目 内容 

法人名 学校法人至誠義塾 

所在地 山口県岩国市錦町宇佐郷 507 番地 

設立年月日 平成 22 年 10 月 18 日 

理事長 松本 聡 

設置する学校 松陰高等学校 

学校の課程等 通信制課程・普通科・単位制 

校長 湯山 俊樹 

募集区域 日本全国及び海外 16 か国 

 

2 学校の概要 

項目 令和 7 年度の状況 

収容定員 2,000 人（令和 7 年度時点） 

生徒数 1,651 人（令和 7 年 5 月 1 日現在） 

入学生数 832 人（新入 425 人、転入 378 人、編入 29 人） 

卒業生数 607 人 

退学者数・転学者数 退学 51 人、転学 16 人 

教職員数 385 人（令和 7 年度） 

面接指導実施施設 全国 54 か所 

学習等支援施設 全国 1 か所 

 

3 役員・評議員及び法人運営の状況 

区分 氏名 

理事長 松本聡 

理事 湯山俊樹、海老根靖典、赤間健太、小林祥太 

監事 濱田政作、外山照久 

評議員 河野正卓、芦川泰彰、松本友治、筒塩快斗、 

松前昭生、天野知音 



 

 

 

（1）理事会の開催状況 

開催日 出席状況 主な議事内容 

令和 7 年 5 月 23 日 理事 5 名、監事 0 名 令和 6 年度決算・監査報告、評議員の選任、

理事・監事の選任、会計監査人の選任、内部

統制規程、事業報告書等の作成方法 

令和 7 年 6 月 18 日 理事 5 名、監事 0 名 学習センターの廃止・新規開設、役員報酬規

程 

令和 7 年 7 月 15 日 理事 5 名、監事 0 名 授業料未収金に係る処理方針 

令和 7 年 8 月 27 日 理事 5 名、監事 0 名 評議員会における理事選任の報告 

令和 7 年 10 月 15 日 理事 5 名、監事 0 名 理事長の選定 

令和 7 年 11 月 18 日 理事 5 名、監事 0 名 寄附行為の変更（学校法人名の変更） 

令和 7 年 12 月 17 日 理事 5 名、監事 0 名 補正予算、学習センターの開設・移転、寄附

行為変更 

令和 8 年 2 月 18 日 理事 5 名、監事 0 名 各種引当金の計上及び会計処理方針 

令和 8 年 3 月 25 日 理事 5 名、監事 0 名 補正予算、令和 8 年度当初予算、令和 8 年度

事業計画 

 

（2）評議員会の開催状況 

開催日 出席状況 主な議事内容 

令和 7 年 5 月 23 日 評議員 10 名、書面決議 1 名 令和 6 年度決算・監査報告、理事・監事及び

会計監査人の選任 

令和 7 年 8 月 27 日 評議員 6 名 理事の選任 

令和 7 年 10 月 15 日 評議員 6 名 理事の選任 

令和 7 年 12 月 17 日 評議員 6 名 補正予算、寄附行為の変更 

令和 8 年 3 月 25 日 評議員 6 名 補正予算、令和 8 年度当初予算、令和 8 年度

事業計画 

 

（3）組織体制 

法人の管理運営については、理事会、評議員会、監事、会計監査人及び法人事務局を中心とする体制

を整備した。設置校である松陰高等学校には、学校長、副校長、教頭、生徒指導、教務、進路指導、

学校事務、学習センター連携室等を置き、全国の学習センターとの連携を図った。また、内部監査部

門を位置付け、法人及び学校運営の適正性の確保に向けた体制整備を進めた。 

 



 

 

（4）内部統制システムの整備及び運用状況 

令和 7 年 5 月 23 日の理事会において、理事の職務執行が法令及び寄附行為に適合すること並びに業務

の適正を確保することを目的として、「内部統制システム整備の基本方針」を決定した。令和 7 年度

は、経営管理、リスク管理、コンプライアンス及び監査環境の各体制について、規程整備や役割分担

の確認を進めるとともに、内部統制を継続的に改善するための PDCA の運用方法について検討を行っ

た。内部統制責任者は令和 8 年 4 月に任命しており、令和 8 年度から点検、評価、改善及び理事会へ

の報告を本格的に実施する。 

 

4 令和 7 年度の事業概要 

令和 7 年度は、広域通信制高等学校として、生徒一人ひとりの多様な学習状況や進路希望に対応し、

安心して学べる教育環境の整備に取り組んだ。また、全国の学習センターとの連携、ICT・DX の活用、

教育内容の充実、部活動・地域連携及び学校運営体制の強化を進めた。 

（1）本校及び学習センターの運営体制の整備 

全国の学習センターとの連携を継続し、運営状況の確認、教職員配置の把握及び必要な指導・支援を

行った。また、学習センターの増加及び生徒数の増加に対応するため、校務分担や連絡体制の整理を

進めた。 

（2）教育活動の充実 

通信制・単位制の特性を生かし、生徒の状況に応じた学習支援を行った。レポート、面接指導及び試

験を適切に実施し、教育の質の確保に努めた。また、企業・大学・地域等と連携した教育活動を推進

した。 

（3）ICT・DX の推進 

一人一台端末、映像教材及び各種システムを活用し、生徒の学習環境の充実と校務の効率化を進めた。

DX ハイスクールの取組を継続し、生成 AI、CG・クリエイティブ分野等の社会実践的な学習機会の整

備を進めた。 

（4）進路支援及び生徒支援 

生徒一人ひとりの進路希望に応じた進学・就職支援を行った。令和 7 年度の卒業生 607 人のうち、進

学者は 343 人、就職者は 96 人であった。生徒・保護者との連携を図り、継続的な学習支援に努めた。 



 

 

（5）部活動・学校行事 

テニス部、フィギュアスケート部等の活動を支援し、全国大会を含む競技活動への参加を通じて、生

徒の自主性、協働性及び自己表現力の育成を図った。また、各学習センターに所属する生徒の交流機

会の確保に努めた。 

（6）地域・社会との連携 

岩国市をはじめとする自治体、地域社会、企業及び関係機関との連携を進めた。向峠地区との地域交

流行事、大阪・関西万博の見学、地域ボランティア活動等を通じ、生徒が地域や社会とつながる学習

機会の充実を図った。 

（7）ガバナンス及び危機管理 

私立学校法その他の関係法令を踏まえ、理事会・評議員会及び監事による法人運営体制の整備を進め

た。また、個人情報保護、コンプライアンス、学校安全及び危機管理に関する体制の確認・改善に取

り組んだ。 

5 財務の概要 

令和 7 年度は、学生生徒等納付金を主な財源として教育活動を実施した。事業活動収入は 1,294,391

千円、事業活動支出は 1,312,912 千円となり、基本金組入前当年度収支差額は 18,520 千円の支出超過

となった。年度末の資産総額は 1,069,302 千円、負債総額は 776,320 千円、純資産は 292,982 千円で

ある。 

主な財務項目 金額（千円） 

事業活動収入 1,294,391 

事業活動支出 1,312,912 

基本金組入前当年度収支差額 △18,520 

資産総額 1,069,302 

負債総額 776,320 

純資産 292,982 

翌年度繰越支払資金 276,518 

 

教育環境の整備に伴い、建物、教育研究用機器備品及びソフトウェアへの投資を行った。今後も教育

の質を維持しながら、収支の改善及び安定的な財務基盤の確保に努める。 



 

 

6 今後の課題と対応 

・生徒数及び学習センター数の増加に対応した管理・指導体制の充実 

・通信教育の質を確保するための教職員研修及び点検体制の強化 

・ICT・DX を活用した学習支援と校務効率化の推進 

・生徒の多様な背景や進路希望に応じた支援体制の充実 

・危機管理、個人情報保護及びコンプライアンス体制の継続的な改善 

・教育投資と財務の健全性の両立 

 

 



 

 

令和 7 年度 事業報告書の附属明細書 

事業報告書の内容を補足する重要な事項はありません。 


